
第61回 1３号 

 都庁職病院支部教宣部発行 

2022.2.15 

 発行責任者：南田昌枝 

地方独立行政法人化！ 

もっとよりそう都立病院へ 

 

都立公社病院の独法化ではなくコロナ医療の充実をもとめます 

 病院支部は、衛生局支部とともに1月25日に提出した

再度の解明要求について、8日経営本部からの回答を受

け取りました。 

 一番の焦点になっている「10年間の経過措置」につ

いては、新法人において「都から移行する職員に関す

る措置として規定する」との回答でした。支部から

は、規定として明文化だけでなく、その規定が新法人

の経営状態などで変更される余地がないようにする必

要があると指摘しました。また「経過措置」が10年で

あることについても延長をもとめました。 

 次いで勤務評定の1次評価者が看護師長となる問題については、看護師長の「大きな負担にな

る」、「公平かつ納得性のある評価をどのように保証するのか。チェック機能は働くのか」について

ただしました。看護師長が「適切に人事考課を行えるよう（略）評価者実習を実施」、管理職が「評

価を確認・調整することで、全体としての公平性を担保する」との回答でした。支部からは「看護の

ワンチームが壊されてしまう」と強い危機感を再度表明しました。 

 育児短時間の小学校までの延長については、制度の谷間になる22年4～6月を年休を活用して乗り切

るための方針を経営本部が明らかにするべきだと求めました。経営本部からは「本部としてもできる

限りのことはやりたい」と回答がありました。他、ボーナス支給の算定方法についての考えが明らか

にされました。支部からはタクシー代の全額支給について前回に続き「踏み込んだ判断」をするよう

に求めました。（支部の解明要求、経営本部の回答の全文は支部HPで閲覧できます） 

 2月15日のツイッターデモでは、過去最高の6088ツイートを記録しました。その後も

ツイートは継続され続けています。寄せられたツイートから紹介します。「全国的な

公立病院を無くす流れ。国民がコロナ禍でPCR検査も受けられず、入院どころか診療

も受けられないで自宅で亡くなる状況で感染承認対応できる医療体制を減らすなんて

ありえない」（C.jumperさん） 

「10年間の経過措置」は新法人の規定として明文化 

        年休取得などの経営本部がガイドラインを 

    ツイート 広がる独法化反対の声！ 
2.22都立病院廃止条例を出すな！都議会包囲行動 

https://stock.adobe.com/jp/images/modern-soft-yellow-watercolor-background-design/374613045
https://stock.adobe.com/jp/images/背景　パターン　壁紙/78083514
https://stock.adobe.com/jp/images/twitter-vogel-mit-sprechblase/84141961

